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環境変化に対応し、 
今後も、より一層の業容拡大を図ってまいります。
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第31期 連結決算ハイライト （単位：億円）

当期※ 前期比
取 扱 高 33,638 105%
営 業 収 益 1,699 100%
営 業 利 益 243 117%
経 常 利 益 243 117%
当 期 純 利 益 90 94%

第31期 単独決算ハイライト （単位：億円）

当期※ 前期比
取 扱 高 30,682 107%
営 業 収 益 1,169 103%
営 業 利 益 133 132%
経 常 利 益 152 119%
当 期 純 利 益 76 93%

※経営数値は億円未満を四捨五入しております。
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配当金の状況
第30期（前期） 第31期（当期）

第2四半期末配当金 15円 15円
第3四半期末配当金 —   5円
期 末 配 当 金 25円 25円
年 間 配 当 金 合 計 40円 45円

　当社は、おかげさまで昨年会社設立30周年を迎えました。 
これもひとえに株主の皆さまのご支援の賜物と心より感謝申し
上げます。

当期の業績
　当期は、国内において東日本大震災後、個人消費が底堅く 
推移する中、デフレの影響や雇用情勢悪化の懸念が継続すると
ともに、海外においては欧州の政府債務危機やタイで発生した
洪水の影響等により、厳しい経営環境が続いております。
　このような中、当社ではクレジット事業の強化に加え、電子 
マネー事業、銀行代理業等のフィービジネスの推進、新たな 
地域への展開等、海外事業の強化に取り組みました。
　当期の業績は、国内外において会員募集の推進および提携先 
との共同企画に取り組んだことにより、クレジットカードの有効 
会員数は115万人純増の2,439万人（海外ハウスカード会員数を
含む総会員数2,976万人）となり、カードショッピング取扱高は 
2兆8,555億91百万円（前期比110.4%）と拡大いたしました。
　この結果、取扱高合計は3兆3,638億9百万円（同105.3%）、
営業収益は1,698億53百万円（同100.4%）となりました。
　また、電子マネー事業、銀行代理業における営業ネットワーク
の拡大、海外事業では中国瀋陽、カンボジアへの現地法人 
設立等に継続して投資する一方、貸倒関連費用の改善やロー 
コストオペレーションにより、営業費用は1,455億72百万円 

（同98.0%）となりました。
　この結果、営業利益は242億80百万円（同117.2%）、
経常利益242億68百万円(同116.5%)となりました。 
なお、東日本大震災およびタイで発生した洪水の影響を
考慮した貸倒引当金積み増し、資産除去債務の適用に 
伴う影響額等、合計64億60百万円を特別損失として計上
したことにより、当期純利益は89億88百万円（同94.2%）と
なりました。
　また、単独業績については、取扱高は3兆681億65百万円

（同106.7%）、営業収益1,168億91百万円（同102.8%）、
営業利益133億35百万円（同132.3%）、経常利益151億
50百万円（同118.6%）、当期純利益は76億17百万円

（同93.3%）となりました。

来期の取り組み
　今後も厳しい経営環境が続くものと予想されますが、 
クレジット事業を中核事業として、電子マネー事業や銀行
代理業等、フィービジネスの推進および海外事業における
新たな地域での事業展開を加速させてまいります。
　また、中期経営計画で掲げる「アジアシフト」「都市シフト」

「シニアシフト」「デジタルシフト」の大きな環境変化に適応
してまいります。

　今後も、役職員一丸となり、株主の皆さまのご期待に 
沿えるよう努めてまいりますので、変わらぬご支援、ご指導
を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

2012年5月
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30th

1987
▪当社初の海外拠点として香港支店を開設

1981
▪日本クレジットサービス株式会社を設立

1999
▪ エー・シ―・エス債権管理回収株式会社 
（サービサー事業）を設立

 ▪ 台湾に現地法人 
「AEON CREDIT SERVICE 
（TAIWAN）CO.,LTD.」を設立

2000 
▪ 中国深圳に現地法人 
「AEON INFORMATION SERVICE 
（SHENZHEN） CO.,LTD.」を設立

2002  
▪ 台湾に現地法人「AEON CREDIT CARD 
（TAIWAN） CO.,LTD.」を設立

2003
▪ クレジット業界初となる年会費無料の 
「イオンゴールドカード」を発行

2011 
▪ 中国瀋陽に現地法人 
「AEON MICRO FINANCE 
（SHENYANG） CO.,LTD.」を設立

▪ カンボジアに現地法人 
「AEON MICROFINANCE（CAMBODIA）
PRIVATE COMPANY LIMITED」を設立

▪ 会社設立30周年記念配当を実施

2012 
▪ イオン住宅ローンサービス株式会社の 

株式を取得し子会社化

1990 
▪ 香港に現地法人 
「AEON CREDIT SERVICE 
（ASIA） CO.,LTD.」を設立

1992 
▪ タイに現地法人 
「AEON THANA SINSAP 
（THAILAND） PLC.」 を設立

会社設立30周年、さらなる成長へ
イオンクレジットサービスは会社設立30周年を迎えました。
今後も「お客さま第一」の理念のもと、株主の皆さまのご期待に沿えるよう努めてまいります。

「アジアシフト」「都市シフト」 
「シニアシフト」「デジタルシフト」の 
大きな環境変化に適応し、 
さらなる成長を目指してまいります。

特集

▪ マレーシア現地法人が 
マレーシア証券取引所に株式を上場

2008
▪ フィリピンに現地法人 
「AEON CREDIT  
TECHNOLOGY SYSTEMS 

（PHILIPPINES） INC.」を設立
▪ ベトナムに現地法人 
「ACS TRADING VIETNAM 
CO.,LTD.」を設立

2009 
▪ クレジットカード、キャッシュカード、 

電子マネー一体型の 
「イオンカードセレクト」の発行を開始

▪ イオングループ各社で発行していたカードを 
統合し、「イオンカード」の発行を開始

2001
▪タイ現地法人がタイ証券取引所に株式を上場

2004
▪ マレーシア現地法人がノンバンクで初めて

クレジットカード発行ライセンスを取得

2006
▪ インドネシアに現地法人 
「PT.AEON CREDIT SERVICE 
INDONESIA」を設立

▪ 中国北京に現地法人 
「AEON CREDIT GUARANTEE
（CHINA） CO.,LTD.」を設立

イオンクレジットサービスのあゆみ

1994  
▪ イオンクレジットサービス株式会社に 

商号を変更
▪ 株式店頭登録銘柄として 

日本証券業協会に登録

1995
▪ 香港現地法人が 

香港証券取引所に株式を上場

1996
▪東京証券取引所市場第二部に株式上場

2007 
▪電子マネー「WAON」の発行を開始

2010 
▪ イオン少額短期保険株式会社の 

株式を取得し子会社化
▪ 総合金融ポータルサイト『イオンの 
「暮らしのマネーサイト」』を開設

▪ マレーシアに現地法人 
「AEON CREDIT SERVICE 
（M） BERHAD」を設立

1998 
▪東京証券取引所市場第一部に指定
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▶ クレジット事業の強化

お客さまのニーズに的確に対応し、 
競争力を強化してまいります。
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イオンカードにイオン銀行キャッシュカードの機能・特典を付帯 
した「イオンカードセレクト」の会員数を44万人純増の153万人
に拡大するとともに、銀行代理店舗やインターネットを活用した
会員募集の強化に取り組みました。また、北海道旅客鉄道株式 
会社や東日本高速道路株式会社との提携による「イオンKitaca
カード」、「イオンE-NEXCO passカード」の発行等により、 
国内の有効会員数は101万人純増の2,101万人となりました。
また、65歳以上のイオンカード会員さまを対象に、毎月15日、 
グループ店舗でのお買い物が5%割引となる「ゆうゆう感謝
デー」の開始、会社設立30周年キャンペーンや提携先企業との
共同企画に取り組んだ結果、国内の稼働会員数は75万人純増の
1,268万人、カードショッピング取扱高は2兆7,625億42百万円

（前期比110.4%）と順調に推移いたしました。

ゆうゆう感謝デー

国内有効会員数
（万人）

国内カードショッピング取扱高 
（億円）

▶ 「暮らしのマネーサイト」の機能拡充

▶ 電子マネーWAONの推進

コスモ・ザ・カード・オーパス（WAON一体型）

暮らしのマネーサイト 検 索 エー・シー・エス債権管理回収株式会社

イオンの「暮らしのマネーサイト」において、会員さまが複数枚
カードをお持ちの場合、カード毎のときめきポイントを合算 
して応募できる機能や、それぞれのご利用明細を１回の操作で
閲覧可能にするなど、お客さまの利便性向上に取り組んだ 
ことにより、ネットメンバーの会員数は76万人純増の496万人
となりました。

「イオンカード」や「コスモ・ザ・カード・オーパス」等、WAON 
一体型カードの会員数拡大に取り組んだことにより、WAON
総 発 行 枚 数は2 , 4 1 0 万 枚と順 調に推 移し、電 子マネー 
総取扱高は1兆447億90百万円（前期比116.9%）と1兆円を 
突破いたしました。

▶ 銀行代理業の拡大

▶ 国内子会社の取り組み

エー・シー・エス債権管理回収株式会社では、通信・公共料金の
集金代行業務強化および金融機関からの債権買取等、営業 
拡大に継続して取り組みました。また、イオン少額短期保険 
株式会社では、新たな傷害保険を開発し、保険契約数の拡大に
取り組みました。なお、2012年１月27日にイオン住宅ローン
サービス株式会社の株式を取得し、連結子会社化いたしました。

銀行、クレジット、保険等の金融商品およびサービスをワン 
ストップで提供するイオン銀行代理店舗をショッピング 
センター内へ新たに9店舗開設、累計66店舗（イオン銀行 
総店舗数80店舗）に拡大し、住宅ローンの取り次ぎや新規 
口座開設を推進いたしました。

国内事業

イオン銀行代理店舗

※億円未満は四捨五入しております。
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アジア各国で事業を拡大し、 
海外事業の成長をさらに加速させてまいります。

連結営業収益に占める
海外事業構成比 

（%）

海外事業
31%

上場各社を中心に
周辺国への展開を加速。

87

▶ アジア事業本部を新設 

昨年４月、香港に「アジア
事業本部」を新設いたし 
ました。グローバル人材の
育成および海外における
クレジットカード共通シス
テムの開発に取り組み、
新たな国へのクレジット
事業の展開をサポート 
いたしました。 海外幹部社員研修

▶ マレーシアでの取り組み

▶ 中国、台湾での取り組み

香港 チムサアチョイ支店

大規模洪水の発生以降、被害が大きかった地域においては、
お客さまからのお支払いに関するご相談の承りや、住宅改装
や家電・家具購入時の特別金利ローンを提供いたしました。
また、提携先企業での会員募集強化、カード利用促進企画に
加え、保険代理店事業等、クレジット周辺事業の業容拡大に 
取り組みました。

マレーシア ブキットインダ支店 カンボジア クレジットカウンター

提携先企業とのポイント一体型カードの発行、売上企画に 
継続して取り組むとともに、加盟店開発を強化するため、首都
クアラルンプ ー ルに加 え、マレーシア南 部 の 主 要 都 市 
ジョホール・バルおよび北部のペナンでの営業活動強化に 
取り組んだ結果、大幅に業容を拡大いたしました。

香港では、提携先の新規出店によるカード会員募集の強化や
ローコストオペレーションを徹底した結果、増収増益となり 
ました。深圳、広州では、地場銀行からの債権回収業務の受託
等、事務代行事業の強化に取り組みました。さらに、遼寧省 
瀋陽に現地法人を設立いたしました。台湾では、新たな提携
カード発行や公共料金決済の拡大に取り組み、増収増益と 
なりました。

▶ タイでの取り組み

▶ 新たな地域での取り組み

インドネシア、ベトナムでは、加盟店開発を強化するなど、営業
ネットワークの拡充に取り組みました。フィリピンでは、システム
要員を200名に増員するなど、業容の拡大に取り組みました。
また、新たな地域での事業展開としてカンボジアに現地法人を
設立いたしました。

海外事業

748
696

806
875

29期28期 30期 31期
（当期）

海外会員数 （万人）
■クレジットカード
■ハウスカード

9

インド

カンボジア
ベトナム

マレーシア

香港

タイ

インドネシア

フィリピン

台湾

上海

深圳広州

北京 瀋陽

中 国
日本

上場会社
現地法人
駐在員事務所

タイ ターミナル21支店



CSRの取り組み
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ISO27001 プライバシーマーク

JQA-QM7708 
JQA-EM1689

JQA-IM0178

ISO9001 
ISO14001

▶ 環境保全・社会貢献活動の推進

ユニセフ青年大使プログラムへの協賛

▶ 香港 ▶ タイ

Web明細（環境宣言）

イオンクレジットサービス（アジア）では、現地従業員に 
よる社会福祉施設への寄付やボランティア活動を実施 
いたしました。また、ユニセフ青年大使プログラムへの 
協賛や、大学への奨学金寄付を継続して実施しております。

タイおよびカンボジアで発生した洪水、フィリピンで発生した
台風に関する支援活動では、イオン1％クラブを通じて寄付金
を拠出し、災害復興支援金をタイ王国政府およびカンボジア
赤十字社、フィリピン共和国大使館へ贈呈いたしました。

環境保全活動では、各国で植樹活動を実施するとともに、Web
明細（環境宣言）の登録推進により、月間で約440トンのCO2 

削減を図りました。社会貢献活動では、全国の社会福祉施設に
おいて当社従業員によるボランティア活動を実施いたしました。

海外現地法人の取り組み

当社ホームページからの募金受付

社会福祉施設への寄付

インドネシア ジャカルタ植樹

環境保全・社会貢献活動を推進し、よき企業市民として 
地域社会の発展に貢献してまいります。

▶ 東日本大震災に関する支援活動

臨時相談カウンターの設置や無利息および特別金利ローンの
提供等、被災された皆さまのお役に立てるよう取り組んでまいり
ました。また、ホームページ等でのお客さまからの募金受付および
従業員によるボランティア活動に加え、カードショッピング・
WAONご利用金額の0.1%および個人向け社債200億円（がん
ばろう日本！応援社債）の調達資金0.4%相当額（80百万円）を
はじめ総額2億25百万円を被災地へ寄付いたしました。さらに、
節電対策として、全国の事業所で蛍光灯本数の削減や待機 
電力の見直しを行いました。
また、ピーク時の電力使用量を分散させるため、サマータイム制度 
を導入するなどの取り組みにより、特に夏季の東京電力管轄の
電力使用量は昨年度対比29%の削減を行いました。イオンクレジットサービスは、各種ISO規格や 

プライバシーマークを取得しています。

ISO9001  ：ISOが発行した品質マネジメントシステムに関する国際規格
ISO14001 ：ISOが発行した環境マネジメントシステムに関する国際規格
ISO27001 ：ISOが発行した情報セキュリティマネジメントシステムに関する国際規格
プライバシーマーク：個人情報保護に関して一定の要件を満たした事業者に与えられる登録商標

タイ王国政府へ災害復興支援金贈呈

▶ アジア各国の災害に関する支援活動

イオンタナシンサップ（タイランド）では、タイ赤十字社が
実施する献血活動に現地従業員が積極的に参加すると 
ともに、タイ王国の教育支援を目的に大学や社会福祉施設
への寄付、交流活動を積極的に行っております。



連結財務諸表の概要

前 期
2011年 

2月20日現在

当 期
2012年 

2月20日現在
増減

【資産の部】

流動資産 750,561 733,474 △17,087

 現金及び預金 30,902 21,250 △9,651

 割賦売掛金 384,261 427,634 43,372

 営業貸付金 293,427 255,704 △37,722

 その他 94,297 71,230 △23,066

 貸倒引当金 △52,327 △42,346 9,980

固定資産 150,936 174,057 23,120

 有形固定資産 12,848 13,853 1,005

 無形固定資産 14,957 18,144 3,186

 投資その他の資産 123,130 142,059 18,929

繰延資産 80 127 46

資産合計 901,578 907,658 6,080

前 期
2011年 

2月20日現在

当 期
2012年 

2月20日現在
増減

【負債の部】
流動負債 336,788 354,986 18,197
 短期借入金 5,586 34,000 28,413
 1年内返済予定の長期借入金 129,712 72,542 △57,169
 1年内償還予定の社債 14,507 54,419 39,912
 その他 186,982 194,023 7,040
固定負債 384,590 370,820 △13,770
 社債 81,885 50,095 △31,789
 長期借入金※ 280,574 305,340 24,766
 利息返還損失引当金 16,017 9,250 △6,766
 その他 6,113 6,132 19
負債合計 721,378 725,806 4,427

【純資産の部】
株主資本 164,978 166,907 1,929
 資本金 15,466 15,466 —
 資本剰余金 17,046 17,046 —
 利益剰余金 132,652 134,582 1,929
 自己株式 △187 △188 △0
その他の包括利益累計額 △5,745 △8,091 △2,345
新株予約権 — 12 12
少数株主持分 20,967 23,023 2,056
純資産合計 180,199 181,852 1,652
負債純資産合計 901,578 907,658 6,080

連結貸借対照表 （単位：百万円） 連結損益計算書 （単位：百万円）

前 期
2010年2月21日から 
2011年2月20日まで

当 期
2011年2月21日から 
2012年2月20日まで

前期比
（%）

営業収益 169,191 169,853 100.4
 包括信用購入あっせん収益 63,838 70,366 110.2
 個別信用購入あっせん収益 8,906 7,370 82.8
 融資収益 71,570 64,742 90.5
 業務代行収益 6,626 7,091 107.0
 償却債権取立益 2,957 2,947 99.7
 その他 15,235 17,271 113.4
 金融収益 57 62 109.4
営業費用 148,473 145,572 98.0
営業利益 20,717 24,280 117.2
営業外収益 369 219 59.5
営業外費用 263 231 88.0
経常利益 20,823 24,268 116.5
特別利益 4,732 98 2.1
特別損失 4,620 6,460 139.8
税金等調整前当期純利益 20,935 17,907 85.5
法人税等合計 7,695 6,450 83.8
少数株主損益調整前当期純利益 — 11,456 —
少数株主利益 3,699 2,468 66.7
当期純利益 9,540 8,988 94.2

前 期
2010年2月21日から 
2011年2月20日まで

当 期
2011年2月21日から 
2012年2月20日まで

増減

営業活動による 
キャッシュ・フロー 29,042 31,777 2,735

投資活動による 
キャッシュ・フロー △8,861 △13,930 △5,069

財務活動による 
キャッシュ・フロー △12,941 △27,376 △14,435

現金及び現金同等物に係る 
換算差額 △585 △507 77

現金及び現金同等物の 
増減額（△は減少） 6,654 △10,037 △16,691

現金及び現金同等物の 
期首残高 23,012 29,666 6,654

現金及び現金同等物の 
期末残高 29,666 19,629 △10,037

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額
新株 

予約権
少数株主

持分
純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益

剰余金 自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ 

損益
為替換算
調整勘定

その他の 
包括利益 

累計額合計

2011年2月20日 残高 15,466 17,046 132,652 △187 164,978 1,158 △608 △6,295 △5,745 — 20,967 180,199
連結会計年度中の変動額
 剰余金の配当 △7,058 △7,058 △7,058
 当期純利益 8,988 8,988 8,988
 自己株式の取得 △0 △0 △0
 株主資本以外の項目の連結
 会計年度中の変動額（純額） 24 △954 △1,415 △2,345 12 2,056 △276

連結会計年度中の変動額合計 — — 1,929 △0 1,929 24 △954 △1,415 △2,345 12 2,056 1,652
2012年2月20日 残高 15,466 17,046 134,582 △188 166,907 1,183 △1,562 △7,711 △8,091 12 23,023 181,852

連結株主資本等変動計算書　当期（2011年2月21日から2012年2月20日まで） （単位：百万円）

2,976

30期28期 29期 31期

2,807

2,494
2,653

（当期）

連結総会員数 
（万人）

25,875

21,099
22,616

30期28期 29期 31期

28,556

（当期）

連結カードショッピング取扱高 
（億円）

連結セグメント情報

セグメント 営業収益 
（百万円）

前期比 
（%）

営業利益 
（百万円）

前期比 
（%）

クレジット 101,953 100.3 16,451 131.0

フィービジネス 17,000 123.4 △114 —

海外 52,490 103.1 11,081 122.0

セグメント間 
消去等 △1,590 — △3,137 —

合計 169,853 100.4 24,280 117.2

※ イオン保険サービス（株）を連結範囲から除外した影響を考慮※ 億円未満は四捨五入しております。※ 海外ハウスカード会員数を含んで 
おります。

※

※債権流動化借入金含む
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会社データ

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

イオン株式会社 71,576 45.63
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 7,533 4.80
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,202 4.59
マックスバリュ西日本株式会社 2,646 1.68
ミニストップ株式会社 2,290 1.46
ステート ストリート バンク アンド  
トラスト カンパニー 2,150 1.37

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ 
ロンドン エス エル オムニバス アカウント 1,850 1.17

株式会社コックス 1,440 0.91
ステート ストリート バンク アンド  
トラスト カンパニー 505223 1,394 0.88

ドイツ証券株式会社 1,390 0.88

商 号

上場証券取引所

本 店

電 話 番 号

U R L

設 立

資 本 金

イオンクレジットサービス株式会社

東京証券取引所市場第一部
（証券コード：8570）

東京都千代田区神田錦町一丁目1番地

（03）5281-2030（代表）

http://www.aeon.co.jp/

1981年6月20日

154億6,650万円

540,000,000 株

156,967,008 株

14,884 名

所有者別株式数の構成比

金融機関
17.24%

証券会社
1.47%

外国法人
22.75%

国内法人
50.97%

その他
0.07%

個人その他
7.47%

会社概要 （2012年2月20日現在） 株式の状況 （2012年2月20日現在）

大株主 （2012年2月20日現在）

代 表 取 締 役 
兼 社 長 執 行 役 員
取 締 役 兼 専 務 執 行 役 員
取 締 役 兼 専 務 執 行 役 員
取 締 役 兼 専 務 執 行 役 員
取 締 役 相 談 役
取 締 役 兼 執 行 役 員
取 締 役 兼 執 行 役 員
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

監査役は全員、会社法に定める社外監査役であります。

※持株比率は自己株式（113,690株）を控除して計算しております。

取締役・監査役・執行役員 （2012年5月15日現在）

神 谷  和 秀
清 永  崇 司
水 野  雅 夫
若 林  秀 樹
森 　  美 樹
斉 藤  達 也
山 田  義 隆
谷 内  寿 照
山 浦  耕 志
西 松  正 人
大 鶴  基 成
池 西  孝 年
伊 藤  秀 行
遠 藤  千 春
中 川  伸 一
桜 庭  博 文
藪 田  純 子
寺 浦  俊 二

発行可能株式総数

発行済株式総数（自己株式を含む）

株主数

株主の皆さまへの情報開示に努めております

http://www.aeoncredit.co.jp/aeon/ir/URL

IRニュース／最新IR資料
最新のニュースおよびIR資料を確認いただけます。

月次情報
月次情報を確認いただけます。

個人投資家の皆さまへ
個人投資家さま向けに当社の概要をまとめました。

音声配信
直近の決算説明会の模様を配信しています。

（1）自己株式取得の内容
 ・ 取得対象株式の種類 当社普通株式
 ・ 取得する株式の総数 14,000,000株（上限）
 ・ 株式の取得価額の総額 150億円（上限）
 ・ 取得期間 2012年3月7日から2013年3月6日まで
 ・ 株式の取得方法 東京証券取引所における市場買付け

（2）自己株式取得結果
 ・ 取得した株式の総数 12,269,800株
 ・ 取得総額 14,999,923,897円
 ・ 取得日 2012年3月7日から2012年3月22日
 ・ 取得方法  東京証券取引所の自己株式立会外買付

取引（ToSTNet-3）及び市場買付け
（3）自己株式の消却
 ・ 消却対象株式の種類 当社普通株式
 ・ 消却する株式の数 12,269,800株
     （発行済株式総数の約7.8%）
 ・ 消却日 2012年4月20日

消却後の発行済株式総数（自己株式を含む）は、 
144,697,208株となります。

自己株式の取得および消却に関するお知らせ
決 算 期
基 準 日

 
 

 

定 時 株 主 総 会
株主名簿管理人 

同事務取扱場所 

単 元 株 式 数
公 告 方 法

2月末日
定時株主総会基準日 2月末日
期末配当基準日 2月末日
中間配当基準日 8月末日※2

※1  決算期および各基準日については、2012年5月15日開催の 
定時株主総会において上記のとおり変更する旨、承認可決 
されております。

※2  第32期事業年度の中間配当の基準日は、2012年8月20日 
となります。

5月末日までに実施
東京都中央区八重洲一丁目2番1号   
みずほ信託銀行株式会社
東京都中央区八重洲一丁目2番1号 
みずほ信託銀行株式会社  本店証券代行部
100株
電子公告（http://www.aeon.co.jp/）
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による 
公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する 
ことといたします。

株主メモ （2012年5月15日現在）

※1

※1
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カンボジア  プノンペン  ワット・ボタム

カンボジアに現地法人を設立いたしました

証券コード：8570 イオンKitacaカード イオンE-NEXCO Passカード

株主の皆さまへ
第 3 1 期  報 告 書   2 0 1 1. 2 . 2 1  〜  2 0 1 2 . 2 . 2 0


